
蓮田市次期総合行政システム導入等業務委託プロポーザル実施要領 

 

１．趣旨 

   蓮田市次期総合行政システム（以下「次期システム」という。）導入等

業務は、現行の総合行政システムの更改により市民向け各種事務処理手続

のより円滑な遂行を実現し、市民に対するサービスの品質とレベルの向上

を図ることを目的とする。 

なお、国が示す「自治体ＤＸ推進計画」における「自治体情報システム

の標準化・共通化」及び「ガバメントクラウドへの移行」については、令

和７年度までに移行完了を目標としている。そのため次期システムは、シ

ステム更改と合わせて、これらへの対応が必要である。 

   次期システムは、民間の高度な専門的知識やノウハウを活用して本事業

の効果的かつ効率的に推進するため、競争入札に適しないことから、地方

自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定に基づき受注者を選定す

るにあたり、手続きの透明性を高めるために、プロポーザル方式により行

うものとする。 

   本要領は、これに必要な事項を定める。 

 

２．業務委託名 

   蓮田市次期総合行政システム導入等業務委託 

 

３．業務の内容 

 （１）業務委託期間 

     契約締結日から令和８年３月３１日 

 （２）業務の仕様 

    「蓮田市次期総合行政システム導入等業務委託仕様書」のとおり 

 

４．参加資格要件 

   本プロポーザルに参加できるものは、次に掲げる要件をすべて満たす者

とする。 

（１）次期システムに関する十分な実績及び能力を有していること。 

（２）受託時に（１）の実績及び能力を有する担当者配置をできること。 

（３）本業務を遂行するにあたり、本市との連絡調整、打合わせ等に適切に

対処できること。 

（４）本市の入札参加資格を有していること。 

（５）本市において指名停止をされていないこと。 



（６）蓮田市暴力団排除条例（平成２４年１２月条例第２４号）第２条に規

定される暴力団、暴力団員又は暴力団員等に該当しないこと及び、暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条２号に規定する暴力団でなく、かつ、その役員が同条第６号に規定する

暴力団員でないこと。それらの利益となる活動を行う法人でないこと。ま

た、役員は、暴力団員でなくなった日から５年を経過しないものに該当し

ないこと。 

（７）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該

当しない者であること。 

（８）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申

立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始

の申立てがなされていない者であること。 

 （９）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続き開始の申し立

てがなされていないこと。 

（10）その他、法令等に違反していないこと又は違反する恐れがないこと。 

（11）本市と同等以上の職員規模の地方公共団体または国において、同種ま

たは類似業務において、当該業務を元請として完了した実績が１件以上有

すること。（ただし、再委託による業務の実績は含まない。） 

（12）品質管理体制について、ISO9001:2008 又は ISO9001:2015 の認証を受

けていること、もしくはこれと同等の品質管理体制を受託者内部の規程等

により整備していること。 

（13）プライバシーマーク付与認定、ISO/IEC27001 認証（国際規格）、JIS Q 

27001 認証（日本産業規格）のうち、いずれかを取得していること。 

（14）チームメンバー内に CSP 事業者（ガバメントクラウドを提供する事業

者）のクラウド技術に係る上級資格、認定資格の保有者が１名以上いるこ

と。ただし、当該資格保有者等と同等の能力を有することが経歴などで明

らかな者については、これを認める場合がある。その場合は、根拠を明確

にし、本市の理解を得ること。 

 

５．契約上限額 

   総額 ４７１，２８０，０００円（消費税込み）を上限とする。 

   費用の内訳として、Fit＆Gap 分析にかかる費用は２６，６０９，０００

円以内とすること。 

   契約期間（令和５年～７年）において単年度毎の実績をあげること。 

 

 



６．委託事業者選定スケジュール 

実施内容 実施期限又は期日 

実施要項の周知 令和 ５年 １０月２６日 

企画提案に係る質問の提出（手順①）期限 令和 ５年 １０月３１日 

質問への回答通知 随時（ホームページ掲載） 

参加申出書の提出（手順②）期限 令和 ５年 １１月 ６日 

参加資格審査結果等通知 令和 ５年 １１月 ７日 

企画提案書等の提出（手順③）期限 令和 ５年 １１月１７日 

プレゼンテーション審査（手順④） 令和 ５年 １１月２８日 

選定結果の通知予定日 令和 ５年 １２月 ５日 

 

７．企画提案に関する質問の提出（手順①） 

   （質問がある事業者のみ） 

   ・提出期限  令和５年１０月３１日（火）午後３時００分到着分まで 

   ・提出方法  質問書（指定：様式第１号）を電子メールにて送信する

こと。 

          また、送信後は電話にて送信確認を必ず行うこと。 

           ※口頭による質問は受け付けないものとする。 

   ・回答    質問に対する回答は、原則として本市ホームページに質

問者匿名で随時掲載・公表する方式による。なお、質問に

対する回答は、本要領及び仕様書の追加または修正とみな

す。 

 

８．参加申出書の提出（手順②） 

   提出された書類に基づき、参加資格を満たしているか審査する。 

   なお、審査結果は令和５年１１月７日（火）にメールにて通知する。 

    ・提出期限 令和５年１１月６日（月）午後３時００分まで（必着） 

    ・提出場所 蓮田市役所 電算課 

    ・提出方法 持参又は郵送 

    ・各種様式 市ホームページからダウンロードの上、作成すること。 

      参加申出書（指定：様式第２号）       １部 

      参加資格に関する誓約書（指定：様式第３号） １部 

      組織概要及び組織実績（指定：様式第４号）  １部 

 

９．企画提案書等の提出（手順③） 

   （プレゼンテーション審査参加資格を有する事業者のみ） 



    ・提出期限 令和５年１１月１７日（金）午後３時００分まで（必

着） 

          ※提出期限までに必要書類が提出されない場合は、参加

を辞退したものとする。 

    ・提出場所 蓮田市役所 電算課 

    ・提出方法 持参又は郵送 

    ・各種様式 市ホームページからダウンロードの上、作成すること。 

      企画提案書（任意様式）   １０部 

      見積書（任意様式）     １０部 

      見積詳細書（任意様式）   １０部 

  （１）注意事項 

① 提出書類は、Ａ４縦型フラットファイルに左綴じとし、書類にイ

ンデックスを貼付すること。ファイルの表面及び見出しに法人名を

記載すること。表紙および目次を除いて７０ページ以内とするこ

と。 

② 企画提案書必要記載事項 

   「１０．プレゼンテーション審査」の「（２）評価項目」に係る

項目を含み、Ａ４用紙にまとめること。また、企画提案書表紙

に申請者名（代表者名）と作成者名を記入すること。 

③ 見積書作成に係る注意事項 

   ア 見積金額には、消費税を含まない額、及び消費税を含む額の

両方を記載すること。 

   イ 見積書及び詳細見積書には、件名、金額、住所、社名及び代

表者（代理人で指名参加している場合は代理人）を記載し、

代表者印（代理人の場合は、代理人の印）を押印すること。 

    ウ 見積書には、必ず見積った金額の明細となる見積明細書を添

付すること。 

   エ 見積書及び見積明細書の正本は、件名（委託業務名）及び社

名を記載した封筒に入れて、企画提案書と一緒に提出するこ

と。なお、封筒の糊付け部分には、代表者印（又は代理人）

で割印を付すこと。 

（２）参加の辞退 

① 提出書類 

企画提案書等の提出後に参加を辞退するときは、参加辞退届 

（様式第５号）を提出すること。 

② 提出方法 



令和５年１１月２１日（火）午後３時００分までに郵送（必

着）又は持参  

※参加辞退届提出後は辞退を撤回できないものとする。 

 

１０．プレゼンテーション審査（手順④） 

（※プレゼンテーション審査参加資格を有し、「９．企画提案書等の 

提出」をした事業者のみ） 

・日時  令和５年１１月２８日（火）午後１時３０分から（予定） 

 開始時間は各参加者に別途通知する。 

 ※審査の順番は「プロポーザル参加に係る申出書」の到着順と

する。なお、郵便で同時に配達されたものについては事業者

名の五十音順で早い方を前とする。また、提案者が１者のみ

の場合も審査を実施する。 

・場所  蓮田市役所２０１会議室 蓮田市大字黒浜２７９９－１ 

・機材  プレゼンテーション用プロジェクター、スクリーン、及びレー 

ザーポインターは市で用意するものとし、ＰＣは参加者が持参す 

るものとする。なお、その他の必要な設備、及び持参する機材が 

ある場合は、事前に問い合わせること。 

・人数  １提案者につき６名以内とし、事業所の職員でない者の参加は 

認めない。 

・資料  プレゼンテーションの際に使用する資料（プロジェクターで投 

影する資料等）は、全て「９．企画提案書等の提出」の提出書類 

に含めることとし、追加資料の提出、並びに提出書類に含まれな 

い資料の投影は認めない。 

文書管理システムについては、本調達にて新規導入となるため 

プレゼンテーションにおいて、特徴・導入イメージを説明するこ 

と。 

（１）審査内容・審査の流れ 

参加資格を満たした事業者から提出された企画提案書等に基づく 

プレゼンテーションを、蓮田市総合行政システムに関わる市の職員 

が審査、質疑応答を実施する。 

その際、市企画提案書、見積書等及びプレゼンテーションの内容 

から相対的に加点を行い、合計得点の高いものから順位を決定し、 

最も評価の高い者を選定する。同点であった場合は、最高評価の項 

目が多い者を上位とする。最高評価の項目が同数だった場合は、協 

議により選定する。 



・審査内容 

① プレゼンテーション ４０分以内 

② 質疑応答 ２０分以内 

（２）評価項目 

    別紙１ 評価項目表のとおり 

 

（３）選考結果の発表及び公表 

審査（選考）結果は、プレゼンテーション審査参加事業者全員に対 

し、令和５年１２月５日（予定）に郵送するほか、選考結果の概要を 

市ホームページ掲載により公表する。 

なお、審査方法及び審査内容、審査結果に対する異議は認めないも 

のとする。また、審査（選考）後の辞退は、法人名、代表者名、辞退 

の理由を公表する。 

（４）受託候補事業者との協議・契約 

     選考された受託候補事業者と本市との間で委託条件等に関する協議 

を行い、最終的な仕様書を作成し、事業委託に係る契約を締結する。 

この際、市は事業の円滑、かつ、具体的な実施のために提案内容の変 

更や新たな事項を求める場合がある。 

なお、受託候補事業者と本市との協議が整わない場合、または受託 

候補事業者が委託事業を遂行することが困難となる場合は、原則とし 

て次点受託候補事業者と協議を行うこととする。 

また、受託の辞退等により本市に損害が生じた場合は、その費用を 

請求する場合がある。なお、事業者の事情により業務の実施ができな 

くなった場合においても、準備のために支出した費用等について本市 

は補償しない。 

 

１１．失格事由 

  参加申出をした事業者が、必要書類の提出日から決定までの間に、次の 

いずれかに該当した場合は参加を取り消し、審査及び選定の対象から外す 

こととする。 

（１）提出書類に虚偽の内容が記載されている場合 

（２）参加の採否の働きかけを行う目的で、事業者又はその関係者が直接 

または間接に本市職員等と接触を持った場合 

（３）審査・選定に関する不当な要求等を申し入れた場合 

（４）公募要項に違反又は著しく逸脱した場合 

（５）その他不正行為があった場合 



 

１２．留意事項 

（１）本プロポーザルに係り提出する書類、及びプレゼンテーションに 

おいてプロジェクターで投影する資料等に使用する言語は日本語と 

し、通貨単位は円とする。 

（２）本プロポーザル選考への参加に関する一切の費用は参加事業者の負 

担とする。 

（３）提出期限を過ぎてからの書類の追加、変更、及び撤回は認めない。 

（４）提出書類は理由の如何を問わず返却しない。なお、提出された書 

  類は本プロポーザル選考以外の用途には使用しない。 

（５）提出された書類等は、情報公開の請求により開示することがある。 

（６）提案者は、本件に関して本市が提供した情報等を本件の提案以外に 

使用し、又は第三者に開示若しくは漏洩してはならない。なお、提案 

が採用された場合も同様とする。 

（７）その他、この要領に定めのない事項については、別途蓮田市の指示 

によるものとする。 

 

【提出先及び問い合わせ先】 

 蓮田市総務部電算課 

 〒 349-0193 埼玉県蓮田市大字黒浜２７９９番地１ 

 電 話 ０４８－７６８－３１１１（内線６１３） 

 ＦＡＸ ０４８－７６５－１７００ 

 電子メール joho@city.hasuda.lg.jp 


